
輸出する貨物は、以下のどちらの貨物に該当しますか。
①出国する方自身が荷主となり輸出する貨物
②会社等の荷主が出国する方に託して輸出する貨物

輸出する貨物は、以下に該当しますか。
① すべての品目の総価格の合計額が30万円程度以下のもの

はい

いいえ

旅具通関手続（簡易な通関手続）が可能となりますので、税関検査場内
の出国カウンターにいる税関職員に対して、輸出する貨物を口頭で申告
してください。

旅具通関手続による簡易な通関手続を行うことができず、
一般貨物と同様の通関手続が必要となります。
必要となる輸出通関手続に関しては、こちらを確認くださ
い。

輸出許可書の発給が必要ですか。

①出国する方自身が荷主となり
輸出する貨物の場合
（携帯して輸出する場合）

②会社等の荷主が出国する方に託して
輸出する貨物の場合
（託送して輸出する場合）

いいえ

①「輸出・輸入託送品（携帯品・別送品）申告書（C-5340）」を２通準備し、税関検査場内
の出国カウンターで関係書類とあわせて提出し、輸出通関手続を行ってください。
②荷物を航空会社に預ける場合は、チェックイン前に空港の税関へ連絡し、関係書類とあわ
せて税関へ提出し、輸出通関手続を行ってください。
輸出許可時に税関から1通を輸出許可書として交付します。

○関係書類
・輸出する貨物に係る仕入書等（品名・数量・価格がわかる書類）をご準備ください。

はい

※商業貨物を日本から携帯（別送を含む。）して輸出し、当該貨物を再輸入する際に関税定率法第14条第10号の免税規定を適用するためには、
輸出時の輸出許可書（C-5340） を上記の仕入書等（品名・数量・価格がわかる書類）と併せて輸入申告手続を行う際に税関へ提示ください。

手続完了

〇商業貨物を携帯または託送品として輸出する手続フロー

輸出する貨物は、以下のいずれかに該当しますか。
① 総価格が30万円程度以下のもの
② 総価格が60万円以下の無償の商品見本又は宣伝用物品

はい

いいえ

輸出する貨物は輸出貿易管理令による輸出の許可または承認は不要ですか。
※輸出貿易管理令を含む税関で確認を要する輸出関係他法令はこちら。

はい

いいえ

凡例
■ 判定ステップ
〈結論〉

■ 簡易手続可能
■ 一般貨物と同様
分岐 はい／いいえ

https://www.customs.go.jp/tetsuzuki/c-answer/extsukan/5001_jr.htm
https://www.customs.go.jp/kaisei/youshiki/form_C/C5340.pdf
https://www.customs.go.jp/kaisei/youshiki/form_C/C5340.pdf
https://www.customs.go.jp/kaisei/youshiki/form_C/C5340.pdf
https://www.customs.go.jp/tetsuzuki/c-answer/extsukan/5501_jr.htm
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